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アメリカにおける成果主義賃金と手続的公正施策
正　亀　芳　造＊
１．序
　本稿の課題は，「日本，アメリカおよびドイツにおける成果主義賃金制度の比較研究」の一
環として１），アメリカにおける成果主義賃金と手続的公正施策の実情を，関連文献と2003年か
ら2004年にかけて筆者が行った聞き取り調査の結果をもとに明らかにすることにある２）。
　わが国企業の多くは，周知の通り，1990年代の中頃以降，従来の年功主義的な賃金制度を改
め，成果主義的な賃金制度への転換を図ってきている。ただ，こうした賃金の成果主義化は，
わが国に限ったものではない。ドイツにおいても，出来高賃金や割増金付賃金といった伝統的
な成果主義賃金に加えて，管理職層を中心に成果主義的なボーナス制度を導入する動きが認め
られるなど，1990年代以降，成果主義賃金（leistungsorientierte Vergütung）に対する関心が
高まってきている。同様に，アメリカにおいても，従来，ホワイトカラーの成果主義賃金の代
表と見なされていた「メリット昇給（merit increase）」の形骸化が指摘されるとともに，スト
ック・オプションを始め多様な成果主義賃金制度の展開が認められる。
　こうした，日・米・独の３カ国において，近年，共通して認められる賃金制度の成果主義化
に着目し，その共通性と各国別の特殊性を比較検討するというのが，比較研究の意図である。
本稿は，この比較研究の基礎作業の１つとして，アメリカにおける成果主義賃金の実情を明ら
＊本学経営学部教授
キーワード：成果主義，賃金制度，手続的公正
１）この比較研究に関連する論文として，筆者はこれまでに以下のものを公表している。正亀芳造［2003］
11-35頁。正亀芳造 ［2005］ 1-21頁。正亀芳造 ［2007］ 271-296頁。正亀芳造 ［2008-1］ 71-95頁。正亀芳造 
［2008-2］ 307-340頁。
２）アメリカの賃金制度を含む人事制度の実態を聞き取り調査をもとに丹念に解明した好著に次のものがある。
石田光男・樋口純平 ［2009］。また，成果主義賃金を含むアメリカの賃金・評価制度の実態に関しては，笹
島芳雄 ［2008］ も詳しい。
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かにしたいと思う。
２．成果主義賃金の定義
　成果主義賃金に相当する英語の用語として，“pay for performance”という表現が英語文献
でよく見受けられる。ただ，この“pay for performance”の意味については，必ずしも共通
の理解があるわけではない。とはいえ，幾つかの文献を手掛かりに検討してみると，次のよう
な広狭２つの理解に分けることができる。
　その１つは，“pay for performance”を狭義に解するもので，それを「メリット給（merit 
pay）」と同義に解する理解である。「メリット給」とは，「給与額あるいは毎年の昇給額を個
人業績とリンクさせる給与制度の１タイプであり，その中心にあるのは業績評価である。」３）
この狭義に解するグループには，ベルチャー（Belcher, David W）らによる次の定義が入る。
　ａ．ベルチャー（Belcher, David W）らによる定義４）：
　“pay for performance”は，「メリット給（merit pay）に対する新しい用語」であり，
それが「意図していることは，成果（業績）が給与決定の唯一の基準であるということを
含意することではなくて，給与レンジ内の昇降給の少なくとも１つの構成要素が相対的な
成果（業績）であるということを含意することである。」
　なお，彼らの用語法によれば，ゲインシェアリング，利益分配制，出来高給などは
incentive plansなる用語で表される。
　今１つは，“pay for performance”を広義に解するもので，給与と個人または組織の業績を
結びつけるあらゆる給与制度と解する理解である。このグループには，以下のｂからｅの定義
が入る。
　ｂ．ミルコヴィッチ（Milkovich, George T.）らによる定義５）：
　“pay for performance”は，「給与と業績を結びつけるあらゆる給与制度を総称的に示す」
用語であり，この範疇には，「メリット給」と「変動給（variable pay）」６）の相異なる２
３）Roberts, Harold S. ［1994］ p.468.
　　なお，ミルコヴィッチ（Milkovich, George T）・ニューマン（Newman, Jerry M.）は，「メリット給」を次
のように定義している。「顕著な過去の業績を承認するための報酬で，一時金あるいは基本給部分の昇給の
いずれの形態でも支払うことができる。メリット給は，一般には，業績の水準に応じて異なる金額を支給
するように設計されている。」（Milkovich, G. T. & Newman, J. M. ［2002］ p.663.）
４）Belcher, David W. and Atchison, Thomas J. ［1987］ p.256 and pp.279-299.
５）Milkovich, George T. and Wigdor, Alexandra K.（ed.）［1991］ p.9.
６）「変動給」とは，「生産性あるいは企業の収益性に伴って変動しうる何らかの基準と給与を結びつける給与
制度。」（Milkovich, G. T. & Newman, J. M.［2002］ p.671.）
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つのタイプの給与制度が含まれる。
　ｃ．ロバーツによる定義７）：
　“pay for performance”は，「給与あるいは昇給を個人業績および組織の有効性に関す
る何らかの尺度と結びつけるあらゆる給与制度を含む。」
　ｄ．ヘンダーソン（Henderson, Richard I.）による定義８）：
　成果主義賃金（Pay-for-performance plans）とは，「個人業績あるいは組織業績に関す
る何らかの基準に基づいて変動する給与。その例として，メリット給，一時金，種々のイ
ンセンティブ・プランおよび変動給がある。」
　ｅ． ミルコヴィッチ（Milkovich, George T）・ニューマン（Newman, Jerry M.）による定
義９）：
　“pay-for-performance plans”とは，「個人または組織の成果（業績）に関する何らか
の尺度によって変動する給与。その例として，メリット給，一時金ボーナス10），職能給
（Skill-based pay）11），インセンティブ・プラン，変動給，リスク・シェアリング（risk 
sharing）12）およびサクセス・シェアリング（success sharing）13）がある。」
　このように，米国においては，“pay-for-performance”には，これを「メリット給」と同
義と解する狭義の理解と，個人業績のみならず組織業績も含めた業績と給与をリンクさせる給
与制度と解する広義の理解の，広狭２通りの理解がみられるのである。
７）Roberts, Harold S.［1994］ p.578.
８）Henderson, Richard I.［2000］ p.661.
９）Milkovich, G. T. & Newman, J. M. ［2002］ p.664.
10）「一時金ボーナス」とは，「（典型的には，査定に基づく）賃金の増額分の全額を一度に支払う給与制度。こ
の給与部分は，基本給に含められないので，基本給と結びついているいかなるベネフィットも増加するこ
とはない。」（Milkovich, G. T. & Newman, J. M.［2002］ p.662.）
11）「職能給（Skill-based pay）」とは，「従業員が適切に遂行できる異種職務の数あるいは従業員が保有する知
識の量に対して給与を支払う慣行。」（Milkovich, G. T. & Newman, J. M. ［2002］ p.664.）
12）「リスク・シェアリング（risk sharing）」とは，「従業員の基本賃金は一定のレベル以下（例えば，市場賃
金の80パーセント）に設定し，基本賃金を増額する目的でインセンティブ給を活用する一種のインセンテ
ィブ制度。好業績の年には，従業員が受け取るインセンティブ給は，20パーセントの不足分を補填するよ
りも大きくなり，従業員に給与プレミアムを与えることとなる。従業員がある程度のリスクを負担するこ
とを前提としているので，リスク・シェアリング制の場合には，好業績期にサクセス・シェアリングより
も十分高いインセンティブ給が支払われる。」（Milkovich, G. T. & Newman, J. M.［2002］ p.668.）
13）「サクセス・シェアリング（success sharing）」とは，「一種のインセンティブ・プラン（例えば，利益分配
制あるいはゲイン・シェアリング）であって，従業員の基本賃金は市場賃金のレベルに合わせ，高業績期
には，これに変動給を付加する制度。基本給は，業績の悪い年度であっても削減されないので，従業員は
リスクをほとんど負担しない。」（Milkovich, G. T. & Newman, J. M.［2002］ p.670.）
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　“Pay-for-performance”に関するこうした広狭２通りの理解は，ミルコヴィッチらによる
次のような1980年代における米国の政府と民間セクターの間における“pay-for-performance”
の理解の差異を反映したものと解することができる。
　「アメリカ政府は，“merit pay”と“pay for performance”を同義の用語として使う傾向
にある。これに対し，米国の民間セクターでは，近年，両者を区別するのが一般的になってい
る。その際に，“pay for performance”という用語は，米国のビジネスにより競争力を持たせ
ようとする傾向と密接に関連している。そして，“pay for performance”は，労働者の年収の
相当部分が，個人の業績に依存するよりもむしろ企業全体の成果に部分的あるいは全面的に依
存する給与制度を示す用語として用いられている。」14）
　1981年に施行された公務員改革法により，連邦政府職員にメリット給が導入された15）。その
結果，連邦政府職員の給与は，従来は，毎年，自動昇給によって昇給していたのが，自動昇給
部分は半減し，残りの昇給部分は業績評価に基づく査定昇給となった。このように，毎年の自
動昇給に代えて，民間企業並みに，考課昇給を柱とするメリット給を導入した点で，連邦政府
職員の給与制度は一大転換が図られたのである。そして，このメリット給こそが，連邦政府職
員にとっては成果主義賃金に他ならない。
　一方，すでにメリット給が普及しており，しかもそれに対する人気は低下傾向にあり16），そ
れに代わる種々の変動給制を探求しつつある民間セクターにとっては，こうした連邦政府の見
方を受け入れることはできない。むしろ，メリット給を除く企業業績と連動する変動給こそが
成果主義賃金であると考えられることとなる。
　このように，米国の政府と民間セクターとでは，“pay for performance”という同じ用語を
用いていても，その意味する内容は異なることになる。ただ，こうした広狭２通りの理解の併
存状況は，少なくとも1990年代以降は広義の理解への一元化により解消に向かっているのでは
ないかと推察される。このことは，上述のａからｅの文献の出版年から窺うことができる。す
なわち，狭義の理解を代表するベルチャーらの本のみが1987年の出版であり，広義の理解を示
すｂからｅの文献は，いずれも1990年代以降に出版されたものだからである。
　なお，ミルコヴィッチらの次の指摘17）は，興味深い。すなわち，“pay for performance”や
「変動給」といった名称は，「給与に関する考え方の変化」を示唆しているということである。
つまり，従来は，給与を，仕事に行き，解雇されない程度に十分上手く働けば，誰でも同じ額
の給与を受け取る資格があると考えてきた。これに対し，「成果主義賃金は，受給資格として
14）Milkovich, George T. and Wigdor, Alexandra K.（ed.）［1991］ p.8.
15）Cf. Milkovich, George T. and Wigdor, Alexandra K.（ed.）［1991］ pp.21-22.
16）Milkovich, G. T. & Newman, J. M. ［2002］ p.308.
17）Milkovich, G. T. & Newman, J. M. ［2002］ p.308.
アメリカにおける成果主義賃金と手続的公正施策
- 25 -
の給与から，個人または組織の成果（業績）に関する何らかの尺度によって変動する給与への
転換を示唆している」ということである。
　こうした給与に関する考え方に変化をもたらし，成果主義賃金や変動給への関心の高まりを
もたらした一因は，海外のメーカーからの競争が激化し，アメリカの製造業者がコストの切り
下げと生産性の向上を行わざるを得なくなっていること，そして，上手く設計された成果主義
賃金は，従業員を業績向上に動機づけ，コスト削減に役立つ点において実績が認められている
ことにある18）。
　ところで，成果主義賃金には，種々の賃金制度が含まれている。既述の成果主義賃金の定義
に示された例示に注目すると，「ｂ．ミルコヴィッチ（Milkovich, George T.）ら」では，「メ
リット給」と「変動給」の２つがあり，「ｄ．ヘンダーソン（Henderson, Richard I.）」では，「メ
リット給，一時金，種々のインセンティブ・プランおよび変動給」，そして，「ｅ．ミルコヴィ
ッチ（Milkovich, George T）・ニューマン（Newman, Jerry M.）」では，「メリット給，一時
金ボーナス，職能給，インセンティブ・プラン，変動給，リスク・シェアリングおよびサクセ
ス・シェアリング」があげられている。ちなみに，「ｄ．ヘンダーソン（Henderson, Richard 
I.）」と「ｅ．ミルコヴィッチ（Milkovich, George T）・ニューマン（Newman, Jerry M.）」とは，
成果主義賃金の定義は同じであって，その例示が異なるだけである。そこで，次節では，こう
した種々の成果主義賃金の分類をみることとする。
３．成果主義賃金諸制度の分類
　種々多様な成果主義賃金の諸制度の分類方法について，本節では，次の３つの見解を取り上
げる。（１）ローラー（Lawler, Edward E. III）による分類，（２）ミルコヴィッチ（Milkovich, 
George T.）らによる分類，そして（３）ゲアハルト（Gerhart, Barry）・リーネス（Rynes, 
Sara L.）による分類の３つである。（１）のローラー（Lawler, Edward E. III）による分類は，
目標とする業績（個人か組織か）に基づくものであり，１次元の分類である。これに対し，（２）
のミルコヴィッチ（Milkovich, George T.）らによる分類と（３）のゲアハルト（Gerhart, 
Barry）・リーネス（Rynes, Sara L.）による分類は，２種類の基準に基づく分類であり，２次
元の分類となっている。
18）Cf. Milkovich, G. T. & Newman, J. M. ［2002］ p.308.
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（１）ローラー（Lawler, Edward E. III）による分類19）
　ローラー（Lawler, Edward E. III）によれば，成果主義賃金（pay for performance）は，
しばしば単一のアプローチとして取り扱われているが，実際には，それには多様なアプローチ
があり，成果主義賃金のタイプが異なればそれがもたらす結果も非常に異なるので，成果主義
賃金をひとまとめにして取り扱うのではなくて，タイプごとに別個に取り扱うべきであると主
張する。そして，成果主義賃金の分類に際しては，目標とする業績のレベル（個人，組織のサ
ブユニット，あるいは組織全体）に基づいて分類するのが最も良いと述べている。
　図表１は，ローラーによる５種類の成果主義賃金アプローチの分類を示したものである。
　これによれば，個人業績を支払基準とする成果主義賃金制度には，インセンティブ給とメリ
ット給の２つがある。前者のインセンティブ給は，従業員のボーナスを生産された単位数に基
づいて支払うもので，出来高賃金がその典型である。後者のメリット給は，典型的には，個々
の従業員のサラリーの昇給額（率）を上司による彼（彼女）の業績の査定に基づいて決める制
度である。
　一方，組織業績を支払基準とする成果主義賃金制度には，ゲインシェアリング，利益分配制
および従業員持株制の３つがある。
　ゲインシェアリングは，従業員がコントロール可能なコストまたは部門の生産高について，
一定期間（例えば，毎月）における基準値と実績値の比較をもとに成果が生じた場合に，その
成果を当該部門の全従業員に一律に分配する制度である。これには幾つかのタイプがあるが，
その中で最もよく知られたものがスキャンロン・プラン（Scanlon Plan）である。
　利益分配制は，企業が実現した利益の一部を，予め定めた方式にしたがって全従業員に配分
する制度であり，組織業績を支払基準とする３つの成果主義賃金制度の中で最も歴史のある制
度である。
図表１．ローラー（Lawler, Edward E. III）による成果主義賃金の分類
業績レベル 個人業績 組織業績
名称 インセンティブ給 メリット給 ゲインシェアリング 利益分配制 従業員持株制
支払い方法 ボーナス 基本給の増減 ボーナス ボーナス 株式の増減
支払の頻度 毎週 １年に１回
毎月または
四半期に１回
半年または
１年に１回
株式の売却時
業績基準
生産量，生産性，
販売高
上司による評価
生産高または
統制可能なコスト
利益 株価
適用（可能）範囲 直接生産労働者 全従業員
生産部門または
サービス部門
組織全体 組織全体
（出所）Lawler, Edward E. Ⅲ［1989］p.147 and p.164の表１および４をもとに筆者作成。
19）この項の記述は，次の文献に依拠している。Lawler, E. E. III［1989］ pp.136-181.
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　最後の従業員持株制には，ストック・オプション（stock option），自社株式購入権（stock 
purchase），従業員株式保有制度（employee stock ownership plans: ESOP）がある。この中
の例えばストック・オプションは，従業員に対して予め決めた価格で自社株式を購入する機会
を与える制度であって，購入価格を上回る価格で株式を売却できればその差額が従業員の利益
となるものであり，典型的には社長などの役員を対象にした制度である。
（２）ミルコヴィッチ（Milkovich, George T.）らによる分類20）
　ミルコヴィッチ（Milkovich, George T.）らによれば，非常に多様な成果主義賃金の諸制度は，
次の２つの設計基準によって記述・分類することが可能であるという。
　第１の基準は，給与の支払いと結びついているパフォーマンスの測定レベルで，これは，個
人か集団かの２つに分かれる。集団レベルは，ワーク・グループのパフォーマンス，事業所（工
場ないし部門）の業績，そして，組織（全体）業績の３レベルに細分される。第２の基準は，
成果主義賃金と基本給との関係であり，これは，成果主義賃金部分が基本給に付加されるもの
とそうでないものの２つに分かれる。以上の２つの基準をもとに成果主義賃金は図表２のよう
に４タイプに分類されることになる。
　業績の測定レベルが個人レベルで，成果主義賃金部分が基本給に付加されるタイプ（ａ）の
典型は，個人の業績評価をもとに基本給の昇給額が決まる「メリット給（Merit pay）」である。
これに対し，業績の測定レベルは個人レベルであるが，成果主義賃金部分が基本給に付加され
るのではないタイプ（ｂ）に，「出来高給（Piece rates）」，「歩合給（Commissions）」および「ボ
ーナス（Bonuses）」がある。一方，業績の測定レベルが集団レベルで，かつ，成果主義賃金
部分が基本給に付加されるのではないタイプ（ｃ）には，「利益分配制（Profit sharting）」，
20）この項の記述は，次の文献による。Milkovich, George T. and Wigdor, Alexandra K.（ed.）［1991］ 
pp.78-80.
図表２．ミルコヴィッチ（Milkovich, George T.）らによる成果主義賃金の分類
（出所）Milkovich, George T. and Wigdor, Alexandra K.（ed.）［1991］ p.78.
個人 集団
（ａ） （ｄ）
（ｂ） （ｃ）
出来高給 利益分配制
歩合給 ゲイン・シェアリング
ボーナス ボーナス
パフォーマンスの測定レベル
付加する
付加しない
基本給に付
加するか
メリット給 小集団インセンティブ
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スキャンロン・プラン（Scanlon plan）やラッカー・プラン（Rucker plan）などの「ゲイン
シェアリング（Gainsharing）」および「ボーナス」がある。また，業績の測定レベルが集団レ
ベルで，かつ，成果主義賃金部分が基本給に付加されるタイプ（ｄ）は，「小集団インセンテ
ィブ（Small group incentives）」である。ただ，このタイプの事例は，ほとんどないといわれ
ている。
（３）ゲアハルト（Gerhart, Barry）・リーネス（Rynes, Sara L.）による分類21）
　ゲアハルト（Gerhart, Barry）とリーネス（Rynes, Sara L.）は，給与制度設計にかかわる
次の２つの基準に基づいて，成果主義賃金の諸制度を４つのタイプに分類している。第１の基
準は，成果主義賃金が基準とする成果（業績）のタイプであり，これは，「結果志向」の業績
基準を採用するか「行動に基づく」業績基準を採用するかの２つに分かれる。第２の基準は，
業績を測定するレベルに関するものであり，「個人レベル」の業績と「集団レベル」の業績の
２つに分かれる。
　図表３は，これら２つの基準をもとに種々の成果主義賃金制度を４タイプに分類したもので
ある。
４．成果主義賃金諸制度の普及状況
　それでは，上に見た成果主義賃金の諸制度は，アメリカ企業にどの程度普及しているのであ
ろうか。この点に関して，ローラー（Lawler, Edward E.）らがフォーチュン誌掲載1,000社を
対象に実施した調査をもとに種々の成果主義賃金の採用状況を示したのが　図表４である。
21）Gerhart, Barry and Rynes, Sara L. ［2003］ p.185.
図表３．ゲアハルト（Gerhart, Barry）・リーネス（Rynes, Sara L.）による成果主義賃金の分類
業績基準のタイプ
結果 行動
業績の
測定レベル
個人
個人インセンティブ メリット給
セールス・コミッション（歩合給）メリット・ボーナス
技能給／コンピテンシー給
集団
グループ・インセンティブ 集団メリット給
ゲインシェアリング
ビジネス・ユニット制
利益分配制
持株制
（出所）Gerhart, Barry and Rynes, Sara L.［2003］ p.185.
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図表４．フォーチュン誌掲載1,000社における成果主義賃金諸形態の普及状況（％）
　注）各賃金項目の定義：
　１ ．メリット給：毎年の，あるいは半年ごとの昇給が業績と結びついているボーナス・プラン
　２ ．個人インセンティブ：短期あるいは長期の個人業績と結びつけられたボーナスまたはその他の金銭的報
酬
　３ ．ゲイン・シェアリング：生産性，品質，コスト節約あるいはその他の業績指標におけるゲインの一部を
分配することを定めた公式に基づく分配制度。ゲインは，（工場のような）１組織の全従業員にボーナスの
形で配分される。それには，典型的には，従業員提案制度を含む。利益分配制度およびESOPと異なる点は，
公式の基礎になる業績尺度が，会社利益ではなくて，それよりも狭い部門レベルの業績尺度による点にある。
この例には，スキャンロン・プラン，イムプロシェア・プラン，ラッカー・プラン，その他のカスタム化
された多様なプランがこれに含まれる。
　４ ．職能給：伝統的な職務給に代わるもので，給与を従業員が現在担当する職務に基づいて決めるのではな
くて，従業員が保有するスキルの数あるいは潜在的に遂行可能な職務の数に基づいて決める給与制度。
　５ ．利益分配制：会社利益の一部を従業員に分配するボーナス制度。これには，配当分配（dividend 
sharing）は含まれない。
　６ ．ESOP：従業員が勤務先の株式を購入し，株主になることのできる制度。株式は，従業員が転職するか退
職するまでは売却できない。
（出所） メリット給に関しては，Lawler, Edward E., Ⅲ, Gerald E. Ledford, Jr. and Susan  Mohrman, Albers 
［1989］p.22 Figure 4-1，PP.78-79，その他の成果主義賃金に関しては，Lawler, Edward E., Ⅲ, Susan 
Albers Mohrman and George Benson[2001］p.41 Table 5.1，PP.233-234をもとに筆者作成。
０% 1─20% 21─40% 41─60% 61-80% 81-99% 100%
メリット給 1987 476 4 7 16 14 12 15 31
1987 476 13 49 27 6 2 1 2
1990 313 10 46 24 8 5 3 5
1993 279 10 40 30 8 3 4 5
1996 212 9 34 27 9 7 6 8
1999 143 7 26 31 11 11 5 9
1990 313 41 38 10 6 1 2 3
1993 279 30 40 14 6 3 3 5
1996 212 13 45 21 8 2 4 6
1999 143 20 31 19 9 5 5 10
1987 476 74 19 4 1 0 1 1
1990 313 61 28 8 1 1 1 0
1993 279 58 26 7 2 3 2 2
1996 212 55 26 9 3 1 2 4
1999 143 47 30 9 4 3 4 4
1987 476 60 25 7 2 2 2 2
1990 313 49 34 11 2 1 1 1
1993 279 40 37 12 4 2 2 3
1996 212 38 40 13 2 4 1 2
1999 143 38 36 20 2 2 1 1
1987 476 35 20 11 4 5 10 15
1990 313 37 19 7 4 6 10 17
1993 279 34 23 7 4 3 11 19
1996 212 31 18 7 3 9 13 20
1999 143 30 16 18 2 6 10 19
1987 476 39 8 4 4 6 10 28
1990 313 36 9 6 3 5 13 29
1993 279 29 9 9 4 6 14 30
1996 212 32 9 4 3 5 15 32
1999 143 29 8 9 3 5 13 33
1993 279 15 56 15 2 1 2 10
1996 212 13 46 21 2 3 5 10
1999 143 9 42 18 7 3 6 15
ゲイン・シェアリ
ング
利益分配制
従業員持株制
（ＥＳＯＰ）
ストック・オプ
ション
適用従業員比率
調査年
成果主義賃金
のタイプ
調査回答
企業数
職能給
(Knowledge- or
Skill-Based
Pay)
個人インセン
ティブ
ワーク・グルー
プまたはチーム・
インセンティブ
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　これによれば，最も普及している成果主義賃金制度は，メリット給であり，1987年時点で，
96％の企業がこれを導入しており，しかも全従業員にこれを導入している企業が３割あり，従
業員の過半数に当たる６割以上の従業員にこれを導入している企業は58％に達している。この
ように，少なくとも1980年代後半の時期においては，フォーチュン誌掲載1000社という米国の
大企業の場合，メリット給が最も普及した成果主義賃金制度であったことがわかる。ただ，残
念ながら，メリット給のその後の普及状況については，調査が行われておらず，その詳細は不
明である。
　メリット給に次いで普及している成果主義賃金制度は，個人インセンティブとストック・オ
プションである。これら両制度は，ほぼ９割の企業で採用されている。ただ，メリット給とは
異なり，全従業員にこれらの制度を適用する企業は多くなく，多数の企業は全従業員のせいぜ
いのところ２割に適用するにとどまっている。利益分配制，従業員持株制，さらには職能給も，
これを採用する企業は６～７割に達している。ただ，職能給に関しては，これを導入している
企業の過半数は，全従業員のせいぜい２割にとどまっている。ゲインシェアリングは，利益分
配制に比べて，これを適用する企業は少なく，また，その多くが適用従業員が２割以下にとど
まっている。
５．成果主義賃金の実態
　本節では，アメリカにおける成果主義賃金の実態について，筆者が実施した聞き取り調査を
もとに，成果主義賃金制度の仕組みと手続的公正施策のごく限られた側面に関してではあるが，
明らかにしたいと思う。
　予め，聞き取り調査を行った企業・工場を一覧表にして示すと図表５の通りである。なお，
対象企業・工場は，産業分類上はすべて輸送用機械器具製造業に分類されるものである。
図表５．米国における聞き取り調査対象企業・工場の概要
調査企業・工場 本社の国籍 労働組合の有無 訪問時期
1 Ａ社ａ工場 米国 有 2003年３月，11月
2 Ａ社ｂ工場 米国 有 2003年11月
3 Ａ社ｃ工場 米国 有 2003年11月
4 Ｂ社ａ工場 米国 無 2003年３月，11月
5 Ｃ社 日本 無 2004年７月
6 Ｄ社 日本 無 2003年３月，2004年７月
7 Ｅ社 日本 無 2004年７月
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５．１．成果主義賃金の仕組み
　筆者が行った聞き取り調査の結果，導入が確認できた成果主義賃金制度は，次の4タイプで
ある。すなわち，（１）組合組織企業の生産労働者に対する「職能給」，（２）管理職に対する「メ
リット給（メリット昇給）」，（３）生産労働者に対する「組織業績とリンクしたボーナス」，（４）
生産労働者に対する「考課昇給」。以下，それぞれの仕組みをみることとする。
（１）「職能給（skill-based pay; pay for knowledge）」
　Ａ社について，その３工場を対象に聞き取り調査を行ったところ，２工場から「職能給」導
入の回答を得た。ただ，そのうちの１工場（ａ工場）は，かつてこれを導入したことはあるも
のの，調査時点（2003年11月）ではすでに廃止していた。そこで，以下では，調査時点で採用
の確認されたＡ社ｂ工場の職能給を見ることにする。
　なお，ｂ工場では，その全職場で職能給が採用されているわけではなく，これを導入してい
る職場はその一部に限られる。
　職能給にも様々のタイプが認められるが，ｂ工場が採用している職能給は，従業員が担当可
能な職務の数に応じて賃金が増額されるというものである。
　今，同工場とＵＡＷローカルとの間で締結されたローカル協約における職能給部分の規定を
示すと，図表６の通りである。これによれば，職能給の等級は，７段階に分かれている。新規
採用者は，まずレベルⅠに格づけられ，その後30日経過するとレベルⅡに昇級する。ここから
レベルⅢに昇級するためには，配属された作業チームに割り当てられた職務の中のⅠ職務を「平
均的従業員の標準レベル」で実行できる能力を有することが求められる。この要件をクリアし，
配属された作業チームの全職務について「平均的従業員の標準レベル」で実行できるようにな
るとレベルⅣに昇級する。この昇級に伴って，受け取る賃金率は，時間当たり21.57ドルから
21.74ドルへと17セント（0.8％）上昇することとなる。さらに，別の作業チームに移動し，そ
の作業チームの１職務を「平均的従業員の標準レベル」で実行できるようになると，レベルⅤ
に昇級し，賃金も時間当たり21.74ドルから21.82ドルへと８セント増えることになる。そして，
２つ目の作業チームにおいても，その全職務をマスターするとレベルⅥに昇級し，賃金も時間
当たり21.82ドルから22.16ドルへと34セント（1.6%）上昇することになる。最高のレベルⅦは，
ワーク・ユニット・コーディネーターに適用されるものであり，技能レベル自体はレベルⅥと
同じである。
　なお，１度マスターした職務であっても，職務のローテーションによって当該職務を適切に
担当することができず，かつ，その後60日以内に当該職務を適切に遂行できることを証明する
ことができなければ，降格されることとなっている。
　ちなみに，ｂ工場がこうした職能給を導入した目的の1つは，次の規定からも伺えるように，
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従業員の多能工化を促進し，柔軟な人員配置を実現しようとすることにあるとみることができ
る。
　「職能給は，ジョブ・ローテーションに立脚している。すべての従業員は，訓練，再訓練な
らびにワーク・ユニットの熟達のために（職務を）ローテーションすることを受け入れなけれ
ばならない。ローテーションは，ワーク・ユニット内の全職務を含むものでなければならない。」22）
（２）管理職に対する「メリット給（メリット昇給）」
　管理職に関しては，回答の得られなかったＣ社を除く全ての聞き取り調査実施企業において
「メリット給またはメリット昇給」を採用していた。
　図表７は，日系企業Ｄ社のメリット昇給の仕組みを示したものである。これによれば，メリ
ット昇給の大きさは，「業績評価のスコア」と「給与レンジにおける現在の給与の位置」によ
って決まることになる。たとえば，現在の給与が給与レンジ内の中間に位置する管理職が，業
績評価において期待をはるかに上回る評価（例えば，業績評価のスコアが3.50）を得た場合，
当該管理職は給与の５～７％に当たるメリット昇給を受けることになるのである。
　メリット昇給の昇給率は，業績評価のスコアが高くなる程，また，業績評価のスコアが同じ
場合には，給与レンジ内の位置が下である程，高くなるように設計されている。ただ，業績評
価の結果が「期待を下回る」場合には，給与レンジ内の位置にかかわらず，昇給は行われない
図表６．Ａ社ｂ工場の「職能給」規定
レベルⅠ 新規採用者
レベルⅡ （採用後）30日目
レベルⅢ
　各ワーク・ユニットは、従業員がフレキシブルなチーム・メンバーであるために
十分と考えられる諸課業を確認するだろう。これは、当該ワーク・ユニットにおけ
る１職務と定義される。この賃金率レベルに到達するためには、チーム・メンバー
は当該ワーク・ユニットにおける１職務に関して平均的な従業員の標準的な要件を
実行できなければならない。
$21.57
レベルⅣ
　このレベルに到達するためには、チームメンバーは当該チームにおける全職務に
関して平均的従業員の標準的要件を実行できなければならない。
$21.74
レベルⅤ
このレベルに到達するためには、チーム・メンバーはワーク・ユニット内のもう一
つ別のチームへ配置換えされ、そのチーム内でレベルⅣに到達しなければならない
$21.82
レベルⅥ
　このレベルに到達するためには、チーム・メンバーは１ワーク・ユニット内の２
つの異なるチームの全職務に関して平均的従業員の標準的要件を実行できなければ
ならない。
$22.16
レベルⅦ 　ワーク・ユニット・コーディネーター
レベルⅥの
$0.10増
（出所）Ａ社ｂ工場とＵＡＷローカルとの間で締結されたローカル協約をもとに筆者作成。
22）Ａ社ｂ工場とＵＡＷローカルとの間で締結されたローカル協約の規定による。
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こととなっている。
　なお，昇給率に，例えば５～７％というように幅をもたせているのは，５～７％の範囲内で
上司の裁量によって昇給率を決めることができることを意味している。従来は，このように幅
をもたせるのではなくて，各セルには単一の昇給率を設定していたのであるが，2001年からこ
のように変更したものである。その意図は，同じセルに属する従業員に対して，業績に応じた
より適切な昇給率を提示することにある。
（３）生産労働者に対する「組織業績とリンクしたボーナス」
　日系企業Ｃ社は，組織業績とリンクしたボーナス制度を採用している。このボーナスは，Ｃ
社も連結子会社となっている日本の親会社の連結業績に基づいて，生産労働者を含む全従業員
に支給されるものである。
図表７．Ｄ社のメリット昇給
業績評価のスコア
給与レンジ内の位置
80－89％ 90－110％ 111－120％
期待をはるかに上回る
7－9％ 5－7％ 3－5％
3.25－4.00
期待を上回る
5－7％ 3－5％ 1－3％
2.50－3.24
期待通り
3－5％ 1－3％ 0％
1.75－2.49
期待を下回る
昇給無 昇給無 昇給無
1.00－1.74
（出所）Ｄ社の社内資料をもとに作成。
（出所）Ｃ社の社内資料をもとに，筆者作成。
図表８．Ｃ社の生産労働者に対する「ボーナス」（対賃金総額比（％））の推移
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　このような親会社の連結業績とリンクしたボーナスを支給する意図は，製造子会社であるＣ
社は単独では業績を公表していないものの，Ｃ社における日々の生産性向上などの努力の成果
が最終的には親会社の連結業績に結実することをＣ社の従業員に実感してもらうことにある。
　図表８は，入社２年を経過して生産労働者では最高ランクの基本賃金を受け取る23）労働者
について，1995年から2003年までの期間における，ボーナスを含む年間賃金総額に占めるボー
ナスの割合の推移を示したものである。年によって変化はあるものの，1997年以降は，ほぼ８
％前後で推移していることがわかる。
（４）生産労働者に対する「考課昇給」
　アメリカにおいては，通常，労働組合員に対しては査定は行われないといわれている24）。こ
の点は，労働組合が組織されたＡ社の３工場においても確認できた。ただ，このことは，ノン
ユニオン企業・工場の生産労働者に対しても，査定が行われないことを意味するものではない。
聞き取り調査企業のうち，労働組合の未組織工場であるＢ社ａ工場とＥ社では，生産労働者に
対しても査定が行われており，その結果が賃金に反映されるようになっているのである。こられ
２工場のうち，以下ではＥ社のケースを見ることにする。
　日系企業Ｅ社では，生産労働者の賃金は，図表９に示
したように，上述のＣ社の場合と同様に，採用時の初任
賃金からスタートして２年が経過するまでは，３ヵ月ご
とに昇給するように設計されている。ただ，この３ヵ月
ごとの昇給は，Ｃ社の場合のように自動的に行われるわ
けではない。直属上司による業績の査定が行われ，その
結果に基づいて昇給の可否が決定されることとなってい
るのである。このように，Ｅ社においては，生産労働者
に対しても，業績評価に基づく考課昇給が行われている
のである。
　ちなみに，Ｅ社が採用している業績評価の評価項目は，
次の４点である。「１．仕事の質および量」「２．意欲・
23）Ｃ社の生産労働者の賃金は，大別すれば，「基本給」「皆勤手当」「ボーナス」の３つの部分で構成されてい
る。この内の基本給は，通常の米国企業と同様に，１時間あたりの賃金額で決められている。そして，こ
の賃金額は，採用時の初任給からスタートして，入社後２年が経過するまでの間は，３ヵ月ごとに昇給す
ることとなっているのである。ちなみに，２年経過後の賃金は，採用時の初任賃金の約６割増（2004年４
月１日現在）となっている。また，「皆勤手当」は，４週連続して所定労働時間就業した場合に支給される
もので，１時間あたり1.25ドル（2004年）となっている。
24）遠藤公嗣［1999］『日本の人事査定』ミネルヴァ書房，68頁。
図表９．Ｅ社の生産労働者の賃金
１時間当たり賃金率
（単位：ドル）
採用時 13.45
３ヵ月後 14.06
６ヵ月後 14.56
９ヵ月後 15.12
12ヵ月後 15.68
15ヵ月後 16.27
18ヵ月後 16.87
21ヵ月後 17.45
24ヵ月後 18.05
（注）「１時間当たり賃金率」の数字は，
　　　架空のものである。
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イニシアティブ」「３．態度」（世話役，同僚，その他の人々との協力）「４．信頼性」（適時か
つ誠実に仕事を遂行する上で当該従業員を信頼できる程度。無断欠勤記録を考慮する。）
　なお，生産労働者に対して査定に基づく昇給を採用していることが確認できた２社のうちＥ
社は日系企業であるが，Ｂ社は米国企業である。それゆえ，生産労働者に対する査定に基づく
昇給方式は，日米のいずれの企業であるかにかかわらず，労働組合の未組織企業において採用
される傾向が強いということができよう。
５．２．手続的公正施策の実施状況
　賃金の成果主義化は，賃金を個人の業績ないし成果とより強く結びつけて決定することから，
それが従業員に対して有効なインセンティブ機能を発揮するためには，従業員がこれを受容す
ることが必要であり，そのためには賃金の決定にかかわる「手続的公正」25）を確保することが
重要である。
　この手続的公正を高める施策として，たとえば守島は，「情報公開」「苦情処理」「発言」の
３つを提唱している26）。今，これを，賃金の決定に関わる評価制度に則してみれば，次の３施
策にまとめることができよう。
　①情報公開（評価の基準と評価結果の公開）
　②苦情処理（評価に対する不満の申し立てとそれを処理・救済する苦情処理制度）
　③発言（評価制度の設計・変更プロセスへの従業員またはその代表の参加）
　聞き取り調査では，これらのうちの主に①および②にかかわる手続的公正施策として，次の
諸点を調査した。
（１）上司が部下の業績を評価する場合に，部下との面接に基づいて評価を行っているか。
（２）業績評価に際して，被評価者のサインを求めることにしているか。
（３）上司（考課者）には，事前に業績評価結果の分布が示されているか。
（４）評価結果に不満な場合，従業員（被考課者）は異議を申し立てることができるか。
（５）評価結果に対する従業員の異議を処理する苦情処理委員会が存在するか。
（６ ）2002年の１年間に従業員から申し立てられた評価結果に対する異議の件数と，異議申し
立てによって評価結果が修正された件数。
25）例えば，グリーンバーグ（Greenberg, J.）によれば，「組織の公正（organizational justice）」の概念は，「分
配の公正（distributive justice）」と「手続的公正（procedural justice）」に区別され，前者は「得られた結
果の公平性（fairness）」のことであり，後者は「結果を得るために用いられる手段の公平性」を意味する（Cf. 
Greenberg, Jerald ［1990］ pp.399-404）。
26）守島基博 ［1997］ 15-16頁および守島基博 ［1999］５-６頁参照。なお，守島は，手続的公正を「過程の公平
性（procedural justice）」と呼んでいる。
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　図表10は，これらの質問に対して回答を得られた４社の結果をまとめたものである。
　この図表から，以下の点を確認することができる。
（１ ）上司が部下の業績を評価する場合に，部下との面接に基づいて評価を行っているか。
　　 　４社中３社が，業績評価に際しては被評価者との面談を取り入れていると回答している。
このように，業績評価が面談に基づいて行われる傾向が強いといえよう。
（２ ）業績評価に際して，被評価者のサインを求めることにしているか。
　　 　情報公開（評価基準と評価結果の公開）にかかわるこの質問に対し，回答の得られた４
社すべてが，業績評価に際して，被評価者のサインを求めることにしており，このやり方
は，米国では定着しているものといえよう。
　　 　なお，被評価者のサインは，評価結果に同意したことを意味するものではない。この点に
関して，例えば，Ｅ社の業績考課シートには，次のような記述がある。「私は，この業績評
価を検討し，上司とその内容について面談しました。私の署名は，評価に同意することを必
ずしも意味するものではありません。」27）このように，被評価者の署名を求めることの意義は，
評価の基準と評価結果を被評価者に公開すること，つまり「情報公開」を担保する点に求め
ることができるのである。そして，この点は，米国では普通のこととなっているのである。
（３）上司（考課者）には，事前に業績評価結果の分布が示されているか。
　　 　評価結果の分布が事前に示されている場合には，評価は相対評価とならざるをえない。
この点で，日系企業のみならず，米国企業も同様な措置をとる企業があることは，興味深
いことである。
図表10．手続的公正施策の実施状況
Ａ－ｂＢ－ａ Ｄ Ｅ 合計
（１） 上司が部下の業績を評価する場合に、部下との面接
に基づいて評価を行っているか。
1 0 1 1 3
（２） 業績評価に際して、被評価者のサインを求めること
にしているか。
1 1 1 1 4
（３） 上司（考課者）には、事前に業績評価結果の分布が
示されているか。
0 1 0 1 2
（４） 評価結果に不満な場合、従業員（被考課者）は異議
を申し立てることができるか。
1 0 1 1 3
（５） 評価結果に対する従業員の異議を処理する苦情処理
委員会が存在するか。
0 0 0 0 0
（６） 2002年（または2003年）の１年間に従業員から申し
立てられた評価結果に対する異議の件数
－ － 20～30件 1%以下
（７） 異議申し立てによって評価結果が修正された件数 － － 5～10件 0
（注）（１）～（５）の質問に対して，「Yes」の回答を「１」，「No」の回答を「０」で表した。
　　　合計は，「Yes」の回答数を表す。また，「－」は，無回答を表す。
27）E社の業績考課シートによる。
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（４）評価結果に不満な場合，従業員（被考課者）は異議を申し立てることができるか。
　　 　評価結果に不満な場合に異議申し立てできるとの回答は，日系企業２社を含む３社から
得られた。これに対し，米国企業ではあるが，労働組合の未組織であるＢ社ａ工場は，異
議申し立てを認めていない28）。
（５）評価結果に対する従業員の異議を処理する苦情処理委員会が存在するか。
　　 　評価結果に対する従業員の異議を処理する苦情処理委員会については，いずれの企業か
らも「存在しない」との回答が得られた。
（６ ）2002年の１年間に従業員から申し立てられた評価結果に対する異議の件数と，異議申し
立てによって評価結果が修正された件数。
　　 　評価結果に不満な場合，従業員（被考課者）が異議を申し立てることができる仕組みや
制度があるとしても，実際に異議が申し立てられることがなければ，それらの仕組みや制
度が有効に機能しているとはいえないかもしれない。この点を確認する上からも，提起さ
れた異議の件数と，その結果，評価結果が修正された件数を尋ねた。日系企業２社から回
答が得られたが，いずれも，年間でごく少数の異議申し立てが存在すること，そして，Ｄ
社のように異議申し立ての結果，評価結果が修正されるケースもごくわずかではあるが存
在することが確認できた。
28）ちなみに，米国における人的資源管理専門家の職能団体である「ワールド・アット・ワーク（WorldatWork）」
が，Dow Scott 教授（Loyola University Chicago）およびヘイ・グループ（Hay Group）と共同で実施し
た『給与政策および給与慣行に関する調査　2003年３月』（調査は，「ワールド・アット・ワーク」の会員
9,991名を対象に，インターネットによるアンケート調査の方法で2002年12月下旬に実施され，1,226名から
回答が得られた（回収率13％））によれば，「職務の等級格付あるいは給与の決定に従業員（管理職・専門
職層）が苦情を申し出ることのできる施策」の有無およびその施策の有効性の程度は下の図表11の通りで
ある。これによれば，管理職・専門職層を対象に，職務の格付や給与決定に関して苦情を提起できる制度
を採用しているのは２社に１社にとどまる。また，これを採用している企業も，その効果が有効であると
するのは６割弱にとどまっている。
図表11． 「職務の等級格付あるいは給与の決定に従業員が苦情を申し出ることのできる施策」の有無および
その有効性
施策が
ない 48%
ある 52%
施策の有効性
計 100%
非常に有効 5.7%
有効 49.1%
有効性は限定的 37.7%
有効でない 7.5%
（出所）WorldatWork, Professor Dow Scott, and Hay Group, LLC ［2003］の調査項目Ｇ．３．をもとに筆者
作成。
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６．結
　アメリカにおける成果主義賃金と手続的公正施策の実情を，関連文献と2003年から2004年に
かけて筆者が行った聞き取り調査をもとにみてきた。以上で明らかになったことをまとめ，稿
を閉じたいと思う。
　成果主義賃金に相当する“pay for performance”は，それを「メリット給（merit pay）」
と同義に解する狭義の理解もあるが，概ね1990年代以降は，メリット給の他に変動給なども含
む「給与と個人または組織の業績を結びつけるあらゆる給与制度」と解する広義の理解が一般
的になっている。
　この成果主義賃金には，メリット給，一時金ボーナス，職能給，インセンティブ・プラン，
変動給，リスク・シェアリング，サクセス・シェアリングなどの多様な賃金制度が含まれる。
これらの成果主義賃金の普及状況を，ローラー（Lawler, Edward E.）たちがフォーチュン誌
掲載1,000社を対象に実施した調査をもとに見ると，最も広く普及しているのはメリット給で
あり，これに次いで普及しているのは個人インセンティブとストック・オプションであり，ほ
ぼ９割の企業で採用されている。さらに，利益分配制，従業員持株制，職能給を採用する企業
も６～７割に達している。ただ，メリット給と従業員持株制以外は，その適用を全従業員とす
る企業は多くなく，例えば職能給の場合，これを導入している企業の過半数は，全従業員のう
ちのせいぜいのところ２割に適用しているにとどまる。
　筆者が行った聞き取り調査の結果に関しては，次の諸点を指摘しておきたい。
１ ．導入が確認できた成果主義賃金制度は，（１）組合組織企業の生産労働者に対する「職能給」，
（２）管理職に対する「メリット給（メリット昇給）」，（３）生産労働者に対する「組織業績
とリンクしたボーナス」，（４）生産労働者に対する「考課昇給」の４タイプである。
２ ．Ａ社ｂ工場の職能給は，賃金が担当可能な職務の数を基準に決まり，その増加に伴って昇
給するタイプである。ただ，１度マスターした職務であっても，職務のローテーションによ
って当該職務を適切に担当することができない場合には降格されることとなっている。この
点は，一度獲得された能力は低下することはないとの前提のもとに降格は想定されていない
わが国の職能給とは異なり，アメリカ型の職能給の特徴と言えよう。
３ ．管理職に対する「メリット給（メリット昇給）」は，わが国の「考課昇給」に相当するも
のである。この「メリット給（メリット昇給）」に関して興味深いことは，評価結果が悪い
場合でも「昇給無し」にとどまり，近年のわが国企業の賃金の成果主義化の中で認められる
ような「マイナス昇給」は見られないことである。
４ ．Ｃ社の生産労働者が受け取る「組織業績とリンクしたボーナス」は，彼らに日常的に求め
アメリカにおける成果主義賃金と手続的公正施策
- 39 -
られる生産性向上などの努力の成果が最終的には組織業績に結実することを実感させ，ひい
ては組織への一体化とモチベーションの向上を図ることを意図したものである。なお，組織
業績として親会社の連結業績が用いられるのは，製造子会社であるＣ社は単独では業績を公
表していないためである。
５ ．労働組合が組織されたＡ社の３工場では，労働組合員に対しては査定は行われないものの，
労働組合の未組織工場であるＢ社ａ工場とＥ社では，生産労働者に対しても査定が行われ，
その結果が賃金に反映されるようになっている。
６ ．手続的公正施策に関しては，業績評価に際して，被評価者との面談を行い，被評価者のサ
インを求めており，情報公開の手続きが適切にとられている。苦情処理にかかわる異議申し
立てに関しては，米国企業ではあるものの労働組合が未組織のＢ社ａ工場はこれを認めてい
ないが，日系企業を含む他の３社はこれを認めており，しかも，日系企業２社では，実際に
異議の申し立ても行われ，両社の苦情処理制度は実際にも機能しているといえる。
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